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◇◇ 第第３３１１回回北北九九州州市市ＰＰＣＣＢＢ処処理理監監視視会会議議

第３１回北九州市ＰＣＢ処理監視会議を１月２１

日（火）、日本環境安全事業㈱（以下：ＪＥＳＣ

Ｏ）北九州事業所において開催しました。当日は、

委員１１名のほか、ＪＥＳＣＯや環境省などＰＣＢ

処理事業に関連する機関が出席しました。 

（（１１））北北九九州州ＰＰＣＣＢＢ廃廃棄棄物物処処理理施施設設のの操操業業状状

況況ににつついいてて

① 平成２５年１２月末時点のＰＣＢ廃棄物の

受入数、処理数について（累計数） 

② 処理対象物の受入・処理状況の概要について 

北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設におけるトラン

ス、コンデンサ、安定器その他汚染物それぞれ

の処理の進捗状況について、説明がありました。 

③ 第２期施設真空加熱分離処理室でのＰＣＢ

汚染水の漏洩の原因と対策について 

平成２５年５月８日に発生した第２期施設真

空加熱分離処理室内におけるＰＣＢ汚染水の漏

洩（ＰＣＢ等の施設外への漏洩や人的被害はな

し。）について、前回の監視会議での指摘等を踏

まえ、ＪＥＳＣＯの管理体制の強化及び運転会

社の教育訓練の徹底を行うとともに、ヒューマ

ンエラー防止対策としてタッチパネル改善の水

平展開、漏洩防止対応への遅れに対する対策と

して非定常作業時の環境設定項目の追加等を実

施したとの報告がありました。 

④ 北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設の環境モニタ

リング結果について 

ＰＣＢ廃棄物処理事業の実施による周辺環境

への影響を調査するため、環境モニタリングを

実施しています。 

測定の結果のうち、平成２５年８月１～２日

に測定したベンゼン濃度が環境保全目標値を超

過していましたが、原因を検討したところ、北

九州ＰＣＢ廃棄物処理施設からの大気環境中ベ

ンゼン濃度への影響は極めて小さく、追跡調査

の結果から判断しても、当施設の影響ではない

ことが報告されました。 

その他については、周辺環境・排出源ともす

べて環境基準等に適合していたことが報告され

ました。 

（（２２））ＰＰＣＣＢＢ廃廃棄棄物物処処理理のの見見直直ししにに関関すするる国国のの

検検討討要要請請ににつついいてて（（報報告告））

  環境省より、まず、平成２５年１０月２５日に

北九州市に対して、ＰＣＢ廃棄物処理の見直しに

関する検討要請を行った旨の報告がありました。

要請の内容は、処理対象物について、現行の岡山

以西１７県分に加え、大阪・豊田・東京事業所で

円滑な処理が困難な近畿・東海・南関東地域（１
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若松区響灘地区で行われるＰＣＢ廃棄物処理事業が、安全かつ適正に行われるよう、北九州市

は、施設の計画、建設、操業の各段階を通して監視を行う「北九州市ＰＣＢ処理監視会議」を設

置しています。 

監視会議の活動内容については、「監視会議だより」を発行し、随時、市民の皆さんへお知ら

せします。 

今回は、第３１回監視会議の内容についてお伝えします。

会会議議議議事事内内容容

◇内  容 

○会議（議題） 

（１）北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設の操業状況に

ついて 

（２）ＰＣＢ廃棄物処理の見直しに関する国の検

討要請について（報告） 

（３）その他



４都府県）のトランス、コンデンサ、安定器等を

新たに処理の対象とする、また、処理期限につい

て、現行の平成２６年度末（平成２７年３月末）

から、トランス、コンデンサ等は平成３３年度末

まで、安定器等は平成３５年度末までに延長する、

というものです。 

  この検討要請を受けて、市民や議会から様々な

質問や意見が寄せられ、その中でも特に関心の高

い「処理の安全性の確保」と「期限内の確実な処

理」について、環境省より、追加的な対策が提示

されました。対策の内容は、処理の安全性につい

て、セーフティネットやフェイルセーフなどの従

来の安全対策を継続するとともに、長期保全計画

に基づく計画的な設備更新等を行うことで施設の

健全性を確保する、期限内処理について、環境省

や経済産業省、都道府県・政令市、電気保安関係

団体等が連携して未処理事業者のリストを作成し、

個別に指導を行うとともに、処理費用の分割払い

や破産者等に対する負担割合の軽減措置、処理を

拒む事業者に対する処理料金の値上げ措置を行う

ことで、延長期限内の確実な処理を担保する、と

いうものです。 

  最後に環境省より、こうした対策を講じること

により、期限内に安全かつ確実に処理が可能とな

るが、仮に処理を行わない事業者がいたとしても、

そのためにＪＥＳＣＯ北九州事業所が操業を続け

るということはなく、再延長は絶対にない、とい

う説明がありました。 

会議では以下のような質疑・応答がありました。 

◎◎ 北北九九州州ＰＰＣＣＢＢ廃廃棄棄物物処処理理施施設設のの操操業業状状況況にに

つついいてて

委員 

第２期施設真空加熱分離処理室でのＰＣＢ汚

染水の漏洩トラブルの再発防止対策について、

管理体制や教育訓練の徹底とは具体的にどのよ

うなことをやっているのか。 

ＪＥＳＣＯ 

この真空加熱分離設備については、従来から

基礎的な部分も含めて、１年くらいかけて教育

訓練を行っている。今回、小集団活動というか

たちで、運転会社の中で複数のグループを作っ

て討論を行い、１３５件くらいのリスクを抽出

し、それに対する対策案を検討したりと、自ら

考えながら教育訓練を行っている。 

委員 

今、説明のあったリスクアセスメント活動につ

いて、もう少し具体的に説明をお願いしたい。 

ＪＥＳＣＯ 

運転会社の作業員が日常の作業で気づく様々な

問題点を抽出し、それらの問題が起こる頻度や危

険度、影響度などによって順位付けを行う。その

順位に基づき、設備的な対応をしなければならな

いのか、手順の見直しや作業改善で解消できるも

のなのかなどについて、ＪＥＳＣＯと運転会社で

月１回程度、協議の場を設けている。 

◎◎ ＰＰＣＣＢＢ廃廃棄棄物物処処理理のの見見直直ししにに関関すするる国国のの検検

討討要要請請ににつついいてて（（報報告告））

委員 

今後の処理対象物の推定量について、ＰＣＢの

製造量より処理量が少なければ、未把握の機器が

あるのではということになり、再延長があり得る

のではないかと考えるが、どうか。 

環境省 

トランスなどの電気工作物の設置者リストがあ

り、九州でいえば約８万事業者が掲載されている

が、このリストに基づき調査を実施するので、未

把握のものはなくなると考えている。 

委員 

最終的に処理料金を値上げするというプランが

あるとのことだが、その延長上には罰則というキ

ーワードが出てくるのか。 

環境省 

処理料金の値上げが罰則に直接的に関係するも

のではないが、仮にＪＥＳＣＯが操業している期

討討議議内内容容



間に処理を行わなければ、最終的には自分で処理

しなければならなくなる。ＰＣＢ特別措置法では、

平成３９年３月末までに処理しなければならない

とされており、この期限を過ぎれば改善命令が出

され、改善命令に従わなければ罰則対象となる。

したがって、ＪＥＳＣＯの操業期間に処理しなけ

れば、自ら処理を行うことは事実上不可能なので、

将来的には罰則の対象となる。 

委員 

今度は本当に処理期限を守れるのか。 

ＪＥＳＣＯ 

  処理施設の稼動当初には様々な技術的な課題が

あったが、これまでの操業の中で一つ一つクリア

してきた。今後の処理の見通しについては、現状

の処理能力に基づき、非常に保守的に見積もって

算出している。他の事業所も含め、今回国が提示

した期間内で必ず処理が終わると見込んでいる。 

委員 

  ＰＣＢ処理の安全面、操業面で二重三重の対策

を行い、円滑に作業を行っている。技術的には安

全性の高い設備であり、住民が信頼に足る処理体

制の確保がなされていると思う。引き続きその役

割を果たし、次の世代に負の遺産を残さないよう

最善を尽くしてほしい。 

委員 

  「もう二度と延長はない」という話は何度も聞

いたことがある話であり、我々若松区民にとって

は、願わくはもうこれ以上もってきてほしくない

というのが現状である。ごみは所詮ごみであり、

延長のない処理を国に対して要望する一人である。 

環境省 

  我々は、国、環境省という立場で、日本全体の

ＰＣＢを一日でも早くなくすということに力点を

置いて計画を作っているが、その一方で、同じ人

間として仕事をしているわけであって、若松の方

の痛みを決して無視して、わからずにやっている

わけではない。しかし、全国的に処理を終わらせ

るため、現時点で最良と思う案を提示し、検討を

お願いしている。 

  我々が「絶対に再延長をしない」と言い切れる

３つの理由がある。一つ目は、技術的な観点であ

る。当初予定していた処理能力が発揮できるまで

技術的に成熟しており、この点からも、次の計画

はきちんと実行できると考えている。二つ目は、

制度の観点である。今回、経済産業省や地元自治

体など様々な関係者の協力を得ることで、きちん

とした掘り起しができると考えている。また、国

としても、アメとムチの処理促進策を講じること

で、しっかりとしたはき出しができると考えてい

る。三つ目は、決意という観点である。要請当初

より、万が一に備えて、トランス・コンデンサに

ついては３年、安定器については２年の予備期間

を設けており、この期間をもってＪＥＳＣＯの処

理施設を閉めることを決意している。今回の計画

は、再延長はない、最後の計画である。 

委員 

  若松でＰＣＢ処理が行われていることについて、

小倉や門司などの住民は特に関心を持っていない

ように見える。その点の意識改革をしてもらいた

い。若松のハンデが非常に大きいので、行政面で

の損得というのはないわけであるから、若松を疎

外しないようにしてほしい。 



北北九九州州市市ＰＰＣＣＢＢ処処理理監監視視会会議議委委員員

○学識経験者 ○市民代表（公募による選出者） 

氏 名 所 属 氏 名 職 業 

 浅岡 佐知夫  元北九州市立大学国際環境工学部教授  嶋津 元彦  元団体職員 

是永 逸生  (公社)日本技術士会九州支部副支部長  津田 潔  元会社員 

 清田 高徳  北九州市立大学国際環境工学部教授  成田 裕美子  自営業専従者 

 河井 一明  産業医科大学産業生態科学研究所教授  古野 和彦  団体職員 

 吉永 耕ニ  九州工業大学名誉教授 

○市民代表（市民団体からの推薦者） 

氏 名 推薦団体 

 大庭 卓朗  若松区自治総連合会 

 大石 紀代子  北九州市女性団体連絡会議 

◆◆北北九九州州市市ＰＰＣＣＢＢ処処理理監監視視会会議議ににつついいてて

※ 監視会議は、市民の方の傍聴ができます。会議の開催は、市政だよりなどでお知らせします。 

※ ＰＣＢ処理監視会議（会議資料、議事録など）やＰＣＢ処理事業に関する情報は、 

市のホームページ（ http://www.city.kitakyushu.lg.jp/ ）

に掲載しています。 

【【おお知知ららせせ】】

－ ＰＣＢ廃棄物処理に関する国の要請の受入れ決定について － 

トップページ  ⇒              ⇒  ごみ・環境（事業者向け） ⇒  北九州ＰＣＢ処理事業  
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昨年10月、ＰＣＢ処理の拡大・処理期限の延長に関する検討要請を国から受けた本市は、これまで市民や議会の意

見を幅広く聴いてきました。その中で、ＰＣＢを一日も早く根絶すべきという市民の総意が明らかになった一方で、処

理の安全性や再延長に対する不安や疑問の声、地元の負担感に関する意見も寄せられました。 

 市は、こうした市民・議会の意見や想いを全27項目の条件として取りまとめ、今年4月23日、北橋市長から石原

環境大臣に直接提示しました。国からは、全ての条件を承諾し、万全を尽くして対応するとの回答がありました。 

 市は、こうした国の決意を受けて、要請を受け入れることとしました。

● 本市が提示した主な条件 

１.処理の安全性の

確保 

・必要な予算･人員を確保した上での、施設の耐久性、長距離輸送、災害対策等の安全対策の強化･徹底 

・安全な輸送路の維持･確保に必要な財政措置等の確実な実施 

・万が一重大事故が発生した場合の操業是非の協議、被害等への迅速な対応 

２.期間内での確実

な処理 

・期間内での一日も早い処理完了に向けた関係者の総力結集 

・本市と同程度の水準を確保したＰＣＢ機器の把握、指導等の取組み、処理促進に向けた必要な仕組みの構築 

・如何なる理由があろうと再延長はないこと 

３.地域の理解 ・情報公開･リスクコミュニケーションの徹底、地域との積極交流等の実施 

・地元企業･人材を最大限活用した地域密着型事業の実施 

・地元の理解･協力を促すための国、関係自治体の取組みの推進 

４.取組みの確実性

の担保 

・施策の運用等について本市との定期的な協議の場の設定 

・事業の中間総括と必要な措置の検討･実施 

・本市の安全･早期処理施策への積極的な協力 


